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７. テーマ別研究会

 7.1　研究会Ａ「電子自治体の構築と地域情報化への対応」

●概　要：

　情報通信技術（IT）の急速な普及は、社会・経済の構造に大きな変化を及ぼそうとし

ている。自治体においては、総務省から行政改革と情報化を目指す電子自治体の構築に

向けて早急に取り組むべき事業にその対応を要請されている。また、地域情報化の推進

にあたっても、電子自治体の基盤をベースに行政サービスは情報提供から住民が自治の

主体である視点へシフトをしている。

　一方、情報化まちづくりの実現には、自治体規模、地域情報連携、行政改革、首長方

針、財政、人材・スキル、投資・運営コストなどの面から厳しく複雑になってきており、

自治体の対応にも温度差がみられる。

　これら自治体の状況を踏まえて本研究会では、新しい社会経済の枠組みにおける地域

的優位性を目指して取り組まれている識者によるプレゼンテーションと研究会参加者と

の情報交換を通じて、解決に必要な示唆やアドバイスなどにより相互のレベルアップや

交流を図る。

◆司会：鈴木邦彦 　情報化フェスタ実行事務局

◆パネルディスカッション参加者（発言順）

　・新谷 文夫氏 日本総合研究所創発戦略センター所長（コーディネータ）

　・岸本 建男氏 名護市長

　・中司 　宏氏 枚方市長

　・廣川 聡美氏 横須賀市企画調整部参事情報政策課長

　・茶谷 達雄氏 都市情報システム研究所長

　・三田 　啓氏 経済産業省通商政策局通商調査官、商務情報政策局ＩＣカード担当

鈴木： ただ今より「全国地域情報化推進会議

～情報化フェスタ２００１～」の２日目のテ

ーマ別研究会A「電子自治体の構築と地域情

報化への対応」についてパネルディスカッシ

ョンを開催します。皆様、お忙しい中多数ご

参加いただきまして、大変ありがとうござい

ます。私は、ニューメディア開発協会の鈴木

と申します。本日のパネルディスカッション

の進行役を務めさせていただきます。どうぞ

よろしくお願い申し上げます。当初のプログ

ラムのご案内の中から、経済産業省にも参加

をしていただくことになりましたので、よろ

しくお願い申し上げます。

　それではパネルディスカッションの進行に

当たりまして、ショートプレゼンテーション

を開催させていただきます。まず、コーディ

ネータ、各パネリストの順にお願いしたいと

思っております。

　最初に、本日コーディネータを務めていた

だきます、株式会社日本総合研究所創発戦略

センター所長新谷文夫様、よろしくお願い申
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し上げます。

新谷： ただいまご紹介いただきました、日本

総合研究所の新谷でございます。本日は、こ

れから12時までの間、ディスカッションのコ

ーディネータの役割を負わせていただいてお

ります。皆様どうかよろしくお願いいたしま

す。

コーディネータ　新谷 文夫氏

さて、私のほうからのショートプレゼンテー

ション、極めてショートに行いたいと思って

おります。

　今日、こちらに私がコーディネータとして

招かれた理由というのが、今皆様ご覧いただ

いております、日本総合研究所で始めさせて

いただきました「電子自治体フォーラム」、

こちらの関係でお招きをいただいているのか

なと考えております。勝手に「日本最大のＮ

ＰＯ」というふうに名付けさせていただいて

いるのですが、私どもがスポンサーをさせて

いただきまして、全国の自治体様、2001年の

９月現在で248の現場の職員の方に集まって

いただきまして、今後、いかに電子自治体を

進めていくかと、このあたりを議論させてい

ただく母体を運営させている関係で、今日の

お話をさせていただくことになっております。

　まず「電子自治体フォーラム」というもの

がどういう活動をやっているか、何を目指し

ているかということだけ、冒頭に簡単にお話

を申し上げたいと思います。皆様よくご存じ

のとおりで、今日もまたさまざまな専門の方

のお立場からお話をいただくことになってい

ますが、「ｅ－Japan構想」、ｅ－Japan2002の

プログラムというのが、着々と今日本全体で

は動いていると思っています。ただ、一方で

「ｅ－Japan構想」という極めて大きな国レベ

ルの方針が、いかにその地域の中で具体的に

根ざしていくかと、このあたりを我々として

は皆様とともに追求していきたい、この気持

ちがありまして「電子自治体フォーラム」を

始めさせていただいたということでございま

す。

　何よりも大事なものは何かというと、明確

なビジョンであろうということで、後ほどエ

フィシャンシー、エマージェンシー、エコロ

ジーと、カタカナ文字で恐縮ですが、このあ

たり詳しくお話し申し上げますが、一言で言

いますと、自治体が電子化を推進することに

よりまして、いかに、これまでにない地域の

新しい住民サービスとか、地域の中での新し

い企業サービスを創出するか、このあたりを

ビジョンの最上段に掲げて活動させていただ

いています。

　具体的にこちらの会場にいらっしゃる方も、

ぜひこの「電子自治体フォーラム」の活動を

ご利用いただきたいと思います。極めて具体

的に申し上げますと、ビジョンの実現のため

に、まず皆様に、一体こういう電子行政とか

電子自治体の分野、世界中、それから日本中

で何が起きているかということを、インター

ネットを通して提供するというようなことを

させていただいております。

　こちらに書いてございますとおりで、イン

ターネット上にフォーカスレポートを掲載さ

せていただきまして、一体、アメリカの調達

分野で何が起きているかとか、日本全国、そ

ちらに書いてありますような事例のところで

何が起きているか、私どもとしては、このあ

たりから提供させていただいているというこ

とです。

　ただ一方で、先ほども申し上げましたとお

りで、「ｅ－Japan構想」という極めて大きな

目標に向かって歩くときに、実を言うと、現

場の一つ一つを見ていくと、この大きな構想

に対して、現場としてはどういう具体策を打
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てばいいか、どう対処していくべきかを、や

はり生の声で議論していただくことが必要だ

ろうと思っています。これは、なかなか構想

とかビジョンのレベルでは見えてこない、本

当に今の仕事のやり方はどうにかしないとい

けないとか、そういうレベルでの議論をして

いかなくてはいけないと思っております。

　先ほど申し上げました248の会員の方と、

インターネット上でそういう知恵を深めると

いう意味で、テーマごとに、こちらに書いて

ありますような議論を深めさせていただいて

います。結構おもしろいのが、今日は三田補

佐もいらっしゃっていますけれども、地域で

ＩＣカードを使っていこうというようなとき

に、うーん、国が何を考えているのかという

ことがもうちょっと明らかになると、我々も

手が打てるのだけどなあというような話が結

構生々しく出てきたりするのが、このワーク

ショップです。

　一方で、私どもといたしましては、ビジョ

ンだけではなく具体的なアクションにつなげ

ていこうということも考えておりますが、先

ほどのスライドでお見せしましたように、イ

ンターネット上でいろいろな議論をするとと

もに、具体的にそのビジョンをアクションの

レベルまで落していこうということで、特定

の分野でいくつかの活動をさせていただいて

おります。

　例えば、公共電子調達をどう考えていくか

ということで言えば、アメリカの極めて優れ

た事例を日本に持ち込んできたときに、一体

何ができるのかと、このあたりにフォーカス

をしながら、今プロジェクトを動かしていま

す。

　それから２つ目でございますけれども、や

はり地域の情報を地域の方々にきちっと届け

ていくというようなことも重要であろうとい

うことで、その地域ポータルサイトのような

動きもさせていただいています。

　この会場にいらっしゃる方々、行政の方と

民間企業の方がいらっしゃると思うのですが、

例えば、こういうふうに問題を設定していた

だけると、地域の情報を地域住民の方にお届

けすることの重要性というのでしょうか、極

めて深く理解をしていただけるのではないか

と思います。わかりやすく言ってしまうと、

行政にとっての住民は民間企業にとっての顧

客なのですね。この住民と顧客というのが、

実は生活者という意味では１人の方というこ

とになります。

　そういう意味で申し上げますと、こういう

地域ポータルサイトのようなものを検討する

ときに、重要なものは何かと言えば、行政と

民間がいかに相乗りをしながら、うまく生活

者の方に情報を提供していけるかということ

だと思っております。こんなようなプロジェ

クトも推進させていただいております。

　それから、地域ＩＣカードという意味では、

私どもの会社はもともとクレジットカードと

かデビットカードとか、そのあたりのことを

追っかけてきておりますので、このあたりの

カードが、果たして地域でどういうふうに融

合して使われていくのかということをテーマ

に、プロジェクトを動かしております。具体

的に申し上げますと、極めて優れた技術が今

日本には出てきていると思っています。この

優れた技術を使って官と民がいかにうまく調

整をしながら、新しいサービスを住民に提供

していけるかと、このような視点を持ってお

ります。

　それから４つ目ですけれども、「ｅラーニ

ングのあり方」ということで考えております。

ご存じのとおり、そのＩＴ講習が日本全国各

地で行われておりますけれども、やはり講習

を講習だけで終わらせない。実質的にＩＴの

リテラシーを高めるためにはどうしていった

らいいかということをテーマに、私どもの言

葉で申し上げますと、スマートランニングと

いうようなことで話を進めさせていただいて

いると。お時間の関係で簡単に申し上げると、

ビジョンとアクション、このような形で結び

つけていきたいということを考えているわけ

です。

　最後に一言だけ、先ほど申し上げると言っ

たことをここでご披露したいと思います。

「ｅ－Japan」という極めて大きな国レベルの
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構想というのを、やはり地域でも「ｅコミュ

ニティ」という形で実現されていくべきでは

ないかと、こんなふうに考えています。ただ

そのときに重要なのは３つです。効率を追求

すること、それから２つ目が創発的な動きを

していくこと、３番目が調和をとりながらや

っていくということです。

　効率は、よくご存じのとおり、例えばＩＴ

というものを導入したときに何が起きるかと

いえば、まず真っ先に今までやっていた仕事

のやり方を、もっともっと効率的にしていき

ましょう。人が10人かかるのであれば５人に

していきましょう。あるいは予算を減らして

いきましょう。そういうことが追求されてい

くということですけれども、これはもちろん

言うまでもないことです。

　ただ重要なのは、２番目の創発だと思って

います。例えば、インターネットというのは

どういうツールかというのを、この会場の皆

さんはよくご理解いただけていると思うので

すけれども、これは以前、情報化、情報化と

言っていた時代とは一つだけ異なることがあ

ります。どういうことかというと、インター

ネットを使うと、物理的な空間とか時間的な

距離というのを縮めることができ、かつ、ま

た双方向で議論をすることができるというこ

とになります。ここで重要なのは、例えば地

域の産業でありますとか、地域の経済の活性

化、地域の住民への新しいサービスを考える

上で、そのインターネットというのをフルに

活用しながら、やはり新しい何かを生み出し

ていく活動だと思うわけです。効率だけ追求

していっては、これはどんどん経済という意

味でもしぼんでいってしまう。したがって、

新しいものを同時に生み出していくという創

発が重要だろうと思っています。

　その上で、３番目の調和ですけれども、一

言、地域の中で行政だけが情報化されてもだ

め、民間企業だけが情報化されてもだめ、住

民がどんどん進んで、この地域はなかなか情

報化が進まないんだよなといって、自分だけ

リテラシーを高めていってもだめ。そういう

意味では、こちらに書いてありますとおり、

行政・民間・教育、そして住民が共に手に手

をとりあって相互進化していくのが、地域の

情報化の本当の意味ではないかと考えている

ところです。

　少しコンセプトペースでお話を差し上げま

したけれども、今日はパネリストの方々の貴

重なご意見をいただいて、少しでも具体的な

課題が見えてくるように努力をしてまいりた

いというふうにお伝えいたしまして、私から

のプレゼンを終了させていただきます。

　どうもありがとうございました。

鈴木： 新谷様、どうもありがとうございまし

た。どうぞ席へお座りください。

　次に、各パネリストからお話をいただきま

す。開催地である岸本建男名護市長、よろし

くお願い申し上げます。

岸本： ただいまご紹介をいただきました、名

護市長の岸本建男です。共催者でもあります

ので、一言ごあいさつを申し上げたいと思い

ます。

岸本 建男氏

　今回の開催に当たり、情報化に向けた名護

市の取り組みについてお話をさせていただき

たいと思います。

　まず21世紀のＩＴ戦略「豊かなネットワー

ク型社会新時代を探る」というテーマで、「全

国地域情報化推進会議、情報化フェスタ2001

年」を本市で開催していただきましたことに

対し、主催者であります経済産業省、共催の

沖縄県、実行事務局の財団法人ニューメディ
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ア開発協会に感謝を申し上げます。また、こ

こにお集まりの皆様には、サミットが開催さ

れましたこの場所からいろいろな情報をお持

ち帰りになるとともに、名護市の持つ将来性

を感じていただきますようお願いを申し上げ

ます。

　名護市では、昨年のサミットの取り組みで

培われました「市民参加型の行政」を積極的

に推進しているところですが、その中で、Ｉ

Ｔの果たす役割は大きなものがあると考えて

おります。現在、ＩＴ推進の先進市町村に学

び、追いつくように努めているところであり

ます。それではプレゼンテーションを行いま

す。

　名護市は北部地域の拠点都市として、活力

ある都市を形成するため、産業経済基盤の整

備、生活環境の整備、教育環境の整備及び長

寿福祉社会の実現に向けた市政運営に全力を

傾注してまいりました。その中でも、1999年

４月に開館した人材育成、企業育成を担うイ

ンキュベーター施設としての名護市マルチメ

ディア館では、ＩＴ関連企業の社員約40人が

アニメやゲームソフト、ＣＧ作品の制作に取

り組み、またパソコン研修では年間80講座が

開校され、月に400人から500人の利用者があ

ります。

　パソコンや周辺機器が那覇をはじめ、首都

圏ともギガビットと呼ばれる大容量超高速通

信回線で結ばれ、ネット上では首都圏と変わ

らない環境にあり、2000年９月には通信放送

機構、いわゆるＴＡＯの沖縄情報通信研究開

発支援センターも併設され、研究開発用ギガ

ビットが接続されました。

　雇用の状況としては、2001年３月、マルチ

メディア館だけで約150人の新規雇用が実現

し、情報通信関連産業の高度化と研究開発拠

点として、北部拠点都市としての一部を形成

しております。

　昨年12月には名護市マルチメディア館を中

心に、名護市役所、中央図書館、観光協会、

北部医師会病院、名桜大学、やんばる物産セ

ンターの情報発信７センターを設置いたしま

して、名護市55行政区と市内26の小中学校及

び公共施設等を、光ファイバーケーブル・無

線ＬＡＮ等で結んだ名護市地域イントラネッ

ト基盤整備も完成し、行政・教育・医療福祉・

観光・防災等の関連情報を発信、受信するこ

とにより、インターネット利用を促進してい

るところであります。

　名護市マルチメディア館は、今年整備拡充

を行い、外資系企業２社を含む６社、約45人

の入居が決定いたしました。来月からこの増

築した２階の部分に６社が入居することにな

っております。また、同敷地には地球環境に

関するデータを収集、蓄積・確保し、国内外

の研究機関、研究者及び一般国民に海洋環境

情報を公開する国際海洋環境情報センターも

建設中であり、さらに新規雇用の創出が見込

まれているところでございます。これは来月

オープンをいたします。

　次に、本市では一般市民への情報技術リテ

ラシー向上に努力しておりますが、市職員を

はじめ市民の情報技術リテラシーの向上も、

さらに図る必要があります。行政のＩＴ化に

おいては、ＩＴ推進の有効な行政改革案を、

いかに提案し施策を推進していくかがポイン

トであり、市職員全体がＩＴを考えていかな

ければいけない状況にあると思っております。

　さらに、本市職員が市民に対しどのような

サービスが提供できるのか、各種サービスに

ついての意識の高揚が課題でありまして、解

決に向けて努力をしていかなければいけない

と思っております。ＩＴ化を推進することで、

市民にとって、情報通信は電気・水道と同じ

ライフライン化していくということになると

思いますが、その際、個人情報の保護をはじ

めとするセキュリティの問題が、重要な課題

となってくるというふうに思っております。

　次に、本市においては、イントラネット基

盤整備事業でインフラは整備されました。も

と郵政の補助事業でイントラネット整備が行

われました。さらに行政の情報ネットワーク

基盤整備の３つの側面、１つは１人１台のパ

ソコン導入、これについてはほぼ完了いたし

ました。また本庁内のＬＡＮが整備され、イ

ンターネットへの接続も完了しております。
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残りの２つ、ＩＴの活用で必要な情報を必要

な人へどれだけ提供できるかというアウトプ

ットのレベル、さらに効率性・経済性が図ら

れ、住民満足度の向上あるいは産業活性化な

どに、今後どういうふうに寄与していくかと

いうことが大きな課題だと思っております。

　それには、市職員の情報化に対する意識を

いかに改革するか、情報化についての理解不

足を解消することで、各部門の仕事の仕方を

変え、市民に対してよりよい行政サービスを

提供していくために、行政として情報化のコ

ンセプトを明確にしていく必要があるという

ふうに考えております。そのため本市では、

私を本部長とした「名護市ＩＴ推進本部」を

発足し、各作業部会を設け、積極的に行政改

革を推進して、市職員の意識改革をはじめ、

市民に対する行政サービスに至る情報化施策

を講じていく考えでございます。

　国が推進している「ｅ－Japan基本計画」や

地域ＩＴ推進のためのアクションプログラム

等において、電子自治体に向けて急速な対応

が迫られている中で、前に取り上げましたと

おり、情報化推進における人材の育成も急務

でありまして、本市においても、名護市マル

チメディア館をはじめ、名護市役所４支所、

名桜大学及び公民館等を利用したパソコン講

座を設け、今、情報技術リテラシー向上に努

力をしているところでございます。

　しかし、ＩＴ化は何のために、誰のために

という観点から、行政の基盤づくりの目的を

明確にしていく必要があり、１つに住民満足

度、２つ目に行政の効率化、３つ目には住民

参加型による地域の活性化、振興を図るため

にも、コミュニケーションの仕組みづくりを

していかなければいけないと思っております。

今後、さらなる市民サービスの充実を目指し、

重点的に教育・医療福祉・行政の情報公開に

向けたコンテンツの充実を図り、ライフサイ

クルサービスとして、市民に焦点を当てたバ

リアフリー的な、市民参加型の市政づくりを

目指していきたいと思っております。

　今後の地域における情報化と電子自治体と

いうことについて申し上げますならば、北部

中核都市、名護市は沖縄県の本島の北部、約

12万人の小さな人口しかありませんけれども、

沖縄県の地域としては非常に広域な地域でご

ざいます。この北部広域の中核都市を目指し

ている本市においては、近隣町村との密接な

連携を強化し、相互の情報化を推進していく

ことで、産業経済の基盤整備、生活環境の整

備、教育環境の整備及び長寿福祉社会の実現

に向け、北部広域を視野に入れた活性化を図

っていく考えであります。今後、地理情報シ

ステム、ポイント気象情報システム等を取り

入れた地域情報の、行政での活用を北部地域

住民へ提供し、防災等に生かしていくこと、

あるいはそのシステムを利用することによっ

て、農林水産業の情報化を推進する。若者の

第一次産業への就業機会の拡大等を図りなが

ら、北部広域の活性化を進めていきたいと思

っております。

　そのためには、北部広域におけるデジタル

デバイドを解消していかなければいけません。

その上で、行政として、個人情報及びセキュ

リティ問題についてのルールづくりも重要で

あり、早急に取り組まなければいけないと考

えております。

　今後も多様化する行政課題の解決や、少

子・高齢化社会に対応していくためにも、情

報技術の活用が不可欠と考えております。市

職員の共通認識のもとで情報化が進められ、

市民ボランティアの協力を最大限に活用しな

がら、市民参加型のシステムを構築すること

によって、電子自治体実現への第一歩を図り

たいと思っております。

　ちなみに申し上げますならば、９月に名護

市の定例市議会がございました。地域ボラン

ティアの活動によりまして、名護市には55の

行政区があると先ほど申し上げましたけれど

も、55の行政区にネットで市議会の様子を放

送いたしました。市民が公民館で市議会をリ

アルタイムで見ることができたと、実はこう

いうこともスタートをしております。そうい

う意味で、地域のボランティア活動を最大限

に生かしながら、そして市職員の意識を改革

しながら、何とか情報化を進めていきたいな
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というふうに思っております。

どうもありがとうございました。

鈴木： 岸本市長、ありがとうございました。

どうぞ、お席のほうへお移りください。

　次に、名護市と姉妹都市である大阪府枚方

市長中司　宏様、よろしくお願い申し上げま

す。

中司： 皆さん、おはようございます。ただい

まご紹介いただきました大阪府枚方市長の中

司でございます。今お話にありましたように、

地元の名護市さんとは５年前から友好都市の

関係を築かせていただいています。

中司 　宏氏

　枚方市は、大阪市と京都市のちょうど中間

に位置する、いわゆるベッドタウンという形

で成長してきた人口40万のまちで、特色づく

りに努力しています。その中で環境保全とか

福祉の充実、また、生涯学習のまちづくり、

これは６大学の学園都市構想というものを中

心にしているのですが、そうしたさまざまな

課題に加えて、ＩＴ化を21世紀のまちづくり

の柱の一つにしていきたいと考えているとこ

ろです。

　今お話がありました名護市さん、そしてこ

の後でお話があります横須賀市さん、それぞ

れのＩＴ先進自治体に、学んでいきたい、ま

たＩＴ先進自治体の仲間入りをしたいという

ことで、努力を重ねているところでございま

す。時間に限りがありますが、今日は都市経

営の観点から、少しお話をさせていただきた

いと思います。

　都市経営は、これからの自治体運営のキー

ワードと言えるものであります。行政では、

行政サービスが商品であり、売上げは市民の

満足度に当たると言えると思います。収支の

バランスを図りながら、市民の満足度をいか

に向上させていくか、これが行政の務めであ

ると考えます。しかしながら、高度なサービ

スの提供には、当然のことながら人と金がか

かります。

　本市は、現在赤字再建団体になりかねない

と、赤字再建団体の一歩手前にあるという大

変厳しい財政状況の中で、行財政改革を必死

で進めているところです。したがいまして、

新たなサービスにつきましては相当の費用対

効果が見込めなければ、人もお金も、新たな

市民サービスの向上にはつぎ込めないという

のが、実際のところでございます。

　少ない経費で最大の効果を上げるためには、

職員の意識改革、やる気とアイデアが求めら

れると思います。これを解決できる新たな可

能性として、行政のＩＴ化がクローズアップ

されてきたと思います。

　本市のＩＴ戦略の「ｅ－枚方」のイメージ

は先ほど紹介をさせていただきましたが、行

政のＩＴ化がクローズアップされている中で、

このＩＴ化を取り入れて、本市が目指すモッ

トーといたしまして、小さくても仕事のでき

る市役所の実現を図るために、電子市役所の

構築に取り組んでいきたいと考えています。

その枚方市の電子化推進の目的は住民満足度

の向上、そして行政事務の効率化・簡素化・

迅速化を図ることだと考えています。

　基本的な考え方としましては、従来の市役

所の機能に加えまして、１つ目として、イン

ターネットを利用して行政情報や届け出、申

請手続などの行政サービスの提供を行ってい

く。２つ目といたしまして、ＩＴ技術を活用

して行政事務の見直し、ＢＰＲを図りまして、

行政組織のスリム化の実現に努めていく。３

つ目といたしましては、市民にいろいろな行

政内容を知ってもらうために、情報の道とし

てのインフラ整備が欠かせないと考えている
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ところです。

　さて、昨年、地方分権の一括法が施行され

まして、地方の時代が始まりました。自治体

の力量いかんによっては、市民サービスに当

然格差が生じてまいります。いわば都市経営

の手腕が問われる時代だと思います。そして

市民が自治体を選ぶ時代でもあると言えます。

そこでＩＴの技術の活用により行政の透明性

を確保し、そして無駄を省いて、市民のニー

ズに合った業務プロセスの再構築を行うべき

だと思います。そうしたＩＴ戦略の意識改革

がなければ、地方自治体、地方分権時代の都

市経営は成り立っていかないと思います。

　本市では、ＩＴのツールを活用いたしまし

て、その取り組みを始めたところですが、情

報は使えば使うほどそのコストが下がるので、

例えば共通で使うデータベースを集中管理し

て広い分野で使用すること。また、いつでも、

どこでも、時間・場所を問わずに、誰もがサ

ービスを受けられるよう、行政サービスの環

境整備を進めているところです。その際には

「簡単で早い」ということをモットーにしな

ければならないと思います。

　しかしながら、現実にＩＴ化を推進するに

当たりましては、これを阻む課題もたくさん

山積していまして、一つは縦割り行政といい

ますか、各分野のセクショナリズム、これが

弊害となります。そして情報化についての理

解不足や仕事の仕方を変えたくないといった

マンネリズム、業務のマンネリ化ですね。そ

れから人材とか能力の不足、そして多額の開

発費や維持管理費がかかる、そうした財源不

足などの要因があると思います。

　これらを打破するための改善と工夫は、ぜ

ひとも必要であると考えています。そしてそ

の一つが組織の改革だと思います。そこで、

本市では庁内横断的で協力的な推進体制を築

くために、市長の私を本部長といたしまして、

昨年９月に「情報化推進本部」を発足いたし

ました。その本部のもとに、幹事会、専門部

会を設けて活動しております。今年の機構改

革の中で、情報化推進部門を企画財政部門に

統合して、情報化施策のコントロールタワー

として位置づけいたしました。

　また、職員の意識改革を図るということも

大事な課題でありまして、現在研修なども進

めております。今後は、民間や学識経験者を

交えた、産・官・学が一体化した情報化の戦

略会議を組織していきたいと考えています。

　現在の主な取り組みとしましては、一つは

地域イントラネット基盤整備事業、ＩＴ装備

都市の研究事業、そして市民総合窓口の整備

事業の取り組みを進めております。

　その中で、まず地域イントラネット基盤整

備事業でありますけれども、市役所と市の支

所、そして社会体育施設などの公共施設を結

ぶネットワークの基盤整備を図り、本市の情

報通信基盤の一部を整備するものであります。

これは本年12月からスタートする予定ですが、

これによりまして、例えば体育館や議会の傍

聴、こうした予約ができることになるなど、

市民サービスの向上につながってくると思い

ます。また一課に一つのホームページをつく

りますが、当面は22課でリアルタイムの情報

提供を行っていきます。

　それから、各種届け出や申請書類のダウン

ロードなどができるようなシステムを考えて

おります。

　次に、ＩＴ装備都市の研究事業ですが、こ

れは今後予定されております住民基本台帳の

カードに連携する取り組みといたしまして、

ＩＣカードの活用により行政サービスの提供

を行います。住民票の自動交付や施設の予約

サービスなどについて、来年の１月から３月

にかけまして実証実験を行う予定です。また、

次年度以降にも、市民に利用してもらえるサ

ービスについて研究を進めていきたいと考え

ております。

　次に総合窓口の整備事業ですけれども、こ

れは１カ所で複数の行政サービスができる

「市民総合窓口」の一環といたしまして、ま

ず、今年の12月から各種証明コーナーの設置

を行います。こうしたハード、ソフト両面の

整備によりまして、公共サービスの充実に努

めて、住民満足度の向上を図りたいと考えて

います。
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　あらゆる分野で変革が求められていますが、

行政改革や少子・高齢化など、課題も山積し

ております。これらの課題を解決するために

は、ＩＴの活用は不可欠と考えます。しかし

ながら、これも使い方を誤りますともろ刃の

剣となるかもしれない。そこで行政改革にＩ

Ｔを活用していくという共通の認識のもとに、

職員の意識改革を進めなければならないと思

います。そしてＩＴを使いこなせる環境をつ

くることが不可欠です。こうしたことが電子

自治体への第一歩であり、さらなる市民サー

ビスの向上につなげていきたいと考えており

ます。

　そこでＩＴ基盤の整備によります業務の効

率化・簡素化・迅速化での人員削減効果であ

りますけれども、本市では、平成14年度、図

書館ネットワークシステムの確立や税制課の

システム管理委託、証明書の発行窓口開設な

どにより、10数名の減員を予定しております。

さらに15年度から17年度の間におきまして、

業務システムの再構築を考えております。業

務改善や組織改革により、庶務担当の削減な

どを行っていきたい。その中で17年度までに

合計で約80人の減員を目標として、現在計画

を進めているところです。

これで枚方市の活動内容につきまして報告を

終わらせていただきます。

　どうもご静聴ありがとうございました。

鈴木： 中司市長、ありがとうございました。

どうぞお席のほうへ移ってください。

　続きまして、全国自治体のモデルといたし

まして高く評価され、また、全国自治体の情

報化支援につきまして活躍されておられます、

神奈川県横須賀市企画調整部参事情報政策課

長の廣川聡美様、よろしくお願い申し上げま

す。

廣川： おはようございます。横須賀市の廣川

でございます、お時間をちょうだいしました

ので、私どもが進めている事例のご報告をさ

せていただきます。

廣川 聡美氏

　まず、最初にちょっとだけ考え方をご報告

いたしますけれども、私どもが電子市役所を、

どういう目的で、どういうビジョンを持って

いるのかを７項目で整理をしてございます。

これを全部お話すると大変時間がかかります

ので、最初の１番、２番だけ簡単に触れさせ

ていただきます。

　まず、行政手続の住民負担の軽減、これは

「ｅ－Japan戦略」の中では、住民と行政の接

点の情報化という表現になっておりますけれ

ども、私どもでいろいろ試算をしてみました。

市内でたくさんの方が手続あるいは届け出等

されますけれども、仮にその60％がインター

ネット経由で手続をされたと仮定をしてみま

した。60％という数字はそんなに無理な数字

じゃなくて、テニスコートの予約は50％ぐら

いインターネットで行われておりまして、そ

んな無理な数字ではないと思うのですが、仮

定をいたしますと、大体年間２億円ぐらいの

住民負担の軽減になります。

　２億円という数字はどういう数字かといい

ますと、市役所の窓口まで片道30分ぐらい、

往復で１時間、それから電車賃やバス代が片

道170円ぐらい、このように仮定をいたしま

して計算をした結果でございます。この１時

間に、市役所職員給与の平均時間単価をかけ

て計算をいたしますとそのくらいになります。

今までは市民の方に窓口に来ていただくのは

仕方なかったんですね。来ていただかないこ

とには手続ができなかったわけですけれども、

インターネットの普及、それからＩＣカード
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で本人確認ができるということになってまい

りますと、市役所に来ていただかなくても良

いということになります。

　さらに２番目でございますが、市民の方が

市役所に来られて、住民票の写しあるいは納

税証明書とかをお取りになるのは、それが欲

しいわけではないです。記念に欲しいという

方も中にはおられるかもわかりませんけれど

も、そういうことは滅多になくて、銀行にお

持ちになるとかあるいはパスポートセンター

にお持ちになるとか、そういうことにお使い

になる。したがって、さらに行政、民間がシ

ームレスに同じような基盤整備ができて、紙

で持って行かなくてもいいということになれ

ば、さらにその効果は広がると考えておりま

して、それが２番でございます。３番以降は

省略をさせていただきます。

　電子入札の事例をご報告いたします。電子

入札は去る10月10日、いよいよ全部ウェブ上

で入札書を送信し、それから契約課がパソコ

ンで入札書を開札するというところまでいき

ました。うまくいかなかったらどうしようか

なと思っておりまして、もしうまくいかなか

ったら、今日はとても来られないなというふ

うに考えていたのですが、お蔭様でうまくい

ったわけでございます。どんなフローでやっ

てきたかということはこのページに書いてご

ざいますので、後ほどご覧をいただきたいと

思います。

　入札というのは、単に電子入札にしたから

効果があったということではないのです。電

子入札にしたこと、それから入札制度そのも

のの見直しをしました。入札制度は、以前は

指名競争入札という姿で、大体平均９社ぐら

いの事業者をあらかじめ指名をいたしまして、

札を入れてもらっていたわけですけれども、

平成11年４月から条件付き一般競争入札に変

更いたしました。そのことによりまして、大

変入札参加事業者の数が増えまして、その結

果、事務量が増えましたので、それを軽減す

るために、電子入札に切り替えたと、こうい

ったような事情でございます。

　効果はどうかということでございますけれ

ども、平均の落札率、以前は95.7％、これは100

円のものが95円70銭で買えたということでご

ざいますが、これは11年度の４月から始めま

したけれども、11年度全体では85.7％、以前

から比べますと10％落札額が落ちたというこ

とになります。金額にしますとどのくらいに

なるかということでございますけれども、平

成11年度の公共工事の総額が約224億円、こ

れに対しまして落札差金が32億円、平成12年

度は331億円の工事に対しまして、約42億円

の差金が出ております。

　しかし、これを不用額として残したわけで

はなくて、ほかの工事の発注をするとかある

いは用地買収を行うとか、ですから決して業

界全体のパイが減ったわけではないというこ

とでございます。市民にとっては、同じ税金

で安い買い物ができてよかったなと、このよ

うな効果があったわけでございます。

　この電子入札に切り替えるということはど

ういうことかと申しますと、以前は入札書を

郵便で送ってもらっていました。郵便局は市

役所のすぐ前にございまして、局留めで送っ

てもらっていたわけです。局留めというのは

どういうことかと申しますと、市役所の契約

課にパラパラと郵便が届きますと、職員があ

らかじめ見てしまったのではないかとか、そ

んな職員はいないのですが、そういうことを

言われても困りますし、またいつ届いたかと

いう証明、これも郵便局でやってもらってい

たわけです。これを公証局という、これはサ

ーバーでございまして、同じ市役所の中の私

どもの課の、サーバー室の中に厳重に管理し

てございますけれども、こちらで日付の管理

あるいは運用の管理を行うと、このようなこ

とにしてございます。

　なお、あらかじめ業者の方から送信をして

いただいた際に、入札書の原本（平文）を、

ちょっと難しいのですけれども、ハッシュと

いう関数がございまして、数学的な処理をい

たします。ハッシュというのはハッシュドビ

ーフ、これは、通常ハヤシライスという言い

方で親しまれていますけれども、細かく刻ん

で短い数字に変えてしまう、そういう処理を
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しまして、もし原本（平文）を書き換えると

ハッシュ値は全然違う数字になってしまいま

す。あらかじめ札を開ける前にそのハッシュ

値を公開しておきます。また札を開いた後に、

その札のハッシュ値を取り直しまして、事前

に公開したハッシュ値と比較して同一であれ

ば原本と相違ないという証明になります。そ

の結果もすべてインターネットで公開をして

ございます。

　これがフローでございます。工事を決めま

して、ウェブ上でこのように公開をしており

ます。その後、参加申請もネットで行います。

この画面にはＩＤとパスワードで入っていた

だいておりますけれども、送信をする際の鍵

はあらかじめフロッピーディスクで配ってお

ります。それから暗号化のためのプログラム、

アルゴリズムと言いますけれども、これはＣ

Ｄ－ＲＯＭで配付をしてございます。これら

はもちろん無料で配付してございまして、そ

れで送信をしてもらう。入札書の送信をして

もらったものを、最終的にこのように開けま

して、札を開いたものを公開していく、この

ようなフローでございます。

　入札制度の改革は、最初のうちは業界の方

の皆さんのご理解を得るのに時間がかかりま

して、平成11年の４月から始めたのですが、

その11年の９月の議会のちょうど始まった日

に市役所のまわりに大きなスピーカーをつけ

た車がたくさんきまして、大騒ぎをされて大

変困りました。

　またその次の年、12年１月のときには、業

界の新年会に市長が呼ばれて行ったのですが、

その時はすごく冷たい雰囲気だったと市長が

嘆いていました。そんなこともありましたが、

市長が毅然とした態度で貫いて今日まで至っ

た訳でございます。

　またもう一つ「まちづくり総合カードシス

テム」という事業も進めております。これは

経済産業省様からＩＴ装備都市研究事業のご

指定をちょうだいいたしまして、進めており

ますが、行政、民間、様々なサービスを1枚

のカードで本人確認ができるようにしていこ

うという発想で進めております。

　時間がなくなってまいりましたので、私ど

もが、今後進めようと思っているサービスの

コンセプトを少しだけふれさせていただきま

す。今後の行政サービス、どうやってグレー

ドアップをしていこうかというコンセプトが

３つございます。

　まずひとつはポータルサービス。ポータル

というのは玄関という意味でございます。従

来、縦割り、ばらばらであったものを統合型

に変える。それからプッシュ型、従来は市役

所の窓口で座って市民の方が来ていただくの

を待っていたわけですが、そうではなくて、

御用聞きに行き出前に行く。これも従来でき

なかったのです。そんなに職員がいませんか

らできなかったのですが、インターネットを

使えば可能になります。

　それからOne to Oneサービス。これはお仕

着せ型からオーダーメイド型に変えていこう

ということでございます。どんなふうにして

いこうかというモデルを今日持ってまいりま

したので、ちょっとだけ見ていただきます。

　これは今後のサービスを、こんなふうにし

ていこうというプロトタイプでございまして

まったく今のところ中身はございません。見

た感じこんなふうにしたらいいんじゃないか

なという見本でございます。

　このサイトは、市民ひとり１ホームページ。

これはもちろん希望される方でございます。

ここに入るためには先ほど見ていただいたＩ

Ｃカードで本人確認をしてここに入ってもら

います。入っていただきますと、「○○さん、

おはようございます。本日市役所は平常通り

24時間営業しています」というようなことが

出まして、防災情報、これは消防から逐次提

供されます。どこが火事だというようなこと

が提供されます。あるいは今日の天気これは

単に天気予報のサイトにつながっているだけ

でございますが・・・。これは本日のお知ら

せということで、ちょっと前に保健所で健康

診断をしていただいた結果です。飲み過ぎに

注意しましょうとか、これは私のことかもし

れませんが、出てくるわけでございます。こ

れはもちろん郵便でお知らせしてもいいので
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すが、このような形でお知らせをする。

　それから、例えば、お子さんで、お姉ちゃ

んが恭子さんで妹が美香さんというのですが、

これは叶姉妹の名前なのですが、お姉ちゃん

がそろそろ学校に入る時期がきて、小学校を

選べる学区で、どっちを選びますかと。それ

から保育園に通っておられる妹さん、こんな

病気が流行していますから気をつけてくださ

いというお知らせをいたします。

　それから例えば税金を納めてくださいとい

うようなことでこのように連絡がきます。い

ずれは納税通知書もこうやって送れるといい

なと思っています。納める場合には銀行のサ

イトにすぐにつながる。こういうふうにした

らいいなと思っております。

　それから｢暮らしのページ｣でございますけ

れど、例えば行き付けのお店、レストランか

らこんなふうに連絡がくるとか、歯医者さん

から連絡がくるとか、最後に、こういうのも

ないと寂しいので加えましたが、行きつけの

バーのママからこうやって連絡がくると、つ

いふらふらと行ってしまうという、こんなふ

うになります。

　行政のサービスっていうのは年中必要なも

のじゃないのですね。必要なときにアクセス

ができればよくて、普段は生活のためのサー

ビスがふんだんに提供できる、このようなこ

とにしていったらいいのではないかなと思っ

ております。

　以上で終わらせていただきます。ありがと

うございました。(拍手)

鈴木： 廣川課長、ありがとうございました。

　続きまして東京都ＯＢであり、わが国にお

きまして自治体情報化の先駆者である都市情

報システム研究所長の茶谷達雄様、よろしく

お願いいたします。

茶谷： 大変自然の美しい、しかも由緒のある

ところでお話をさせていただくことを大変光

栄に存じております。この沖縄にまいりまし

て、美しいのは自然だけではないことを知り

ました。実は那覇空港からこちらに高速バス

でまいりましたときに、那覇北インターチェ

ンジでおじいさんが待っておられまして手を

挙げられました。そうしたら運転手さんがボ

ディランゲージじゃありませんけども、お待

たせしましたね、さあ、気をつけてあがって

くださいねっていう雰囲気で手を挙げられた

のです。これには感激いたしました。

茶谷 達雄氏

　それから高速バスを降りられるお客さんが

お金をはらって運転手さんに「ありがとうご

ざいました」「ありがとうございました」っ

て降りていくのです。運転手さんも｢ありが

とう、ありがとう｣と言っているのです。沖

縄の人の心の美しさには本当に打たれました。

これこそまさに地域情報化の心だと打たれた

次第です。ぜひこのような美しさを、全国に

情報発信してほしいという感じを持ったわけ

でございます。

　限られた時間でございますので、３点につ

いてお話をさせていただきます。まず第１点

は電子自治体への実現のための課題。それか

ら２番目は、ＩＴというのは地域情報化の最

適ツールということ。先ほどお話がございま

したように、従来のコンピューターはその点

ではまったく機能が違うと思います。以前に

ＯＡ学会で地方自治体の情報化をお話させて

いただいたときに、住民の方から質問があり

ました。情報化を市役所は進めているけれど、

住民のためになるデータベースがひとつもな

いじゃないかと。まさにその通りです。内部

の効率化のためにやってきたわけです。もし

それをそのときのコンピューターでやったら、
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膨大な金がかかってちっとも使われないとい

うことになります。そういうようなことをお

話した。税金、いくらあったって足りません

よって言いましたけれど、今、もしそういう

お話を承れば、頭を下げて、頑張ります、と

もにつくりましょう。応援してください。そ

のかわりデータも送ってください、飲み屋の

データものせるホームページも提供しますよ

って言うかもしれません。要するに生活者の

ための情報化がＩＴだなと思っているわけで

す。

　お手元の資料をごらんいただきたいと思い

ますけれど、地域情報化への対応の方向。特

にポイントは情報交流と地域のＡＳＰ、これ

をぜひ進めていただきたいなというふうに感

じているところで、それについてお話をさせ

ていただきます。

　まず第１の電子自治体、これは四面体と思

っておりますが、一番下にある、高度情報、

通信ネットワーク社会へ地方自治体は対応し

ていく。先ほどございましたように経済活動

の１団体ございますので、民間の経済活動の

情報化に対応して電子取引等、やれるように

していく、その動向とアンバランスにならな

いように。民間ではインターネットを使って

商取引が行われる。役所だけがペーパーとい

うわけにいかないわけでございまして、そう

いう意味でのバランス。

　それから住民生活の質の向上。今市長さん、

それぞれお話しされましたけれど、そのよう

なことをやっていく。ＩＴ講習会などもこの

中のひとつ。それからイントラネット等をお

作りになって敬服いたしておりますが、そう

いう情報基盤を構成していく。これが高度情

報通信ネットワーク社会の対応のひとつ。

　２番目は行政改革。ご案内の通りでござい

ます。

　３番目は、電子政府との一体性の確保。こ

れは総合行政ネットワークとか、住民基本台

帳ネットワークとか、あるいは申請の手続き、

歳入歳出、電子調達。さらにはやや複雑だと

思いますが、一部横須賀市の例で出てまいり

ました電子認証の関係です。こういうものも

政府とのインターフェースを図り、それから

標準化を待って、これを導入していく。だか

ら先進自治体とは別に一般的には標準化、あ

るいはモデルシステムの完成を待って半歩遅

れて作っていっていいものがこの電子政府と

の一体性の確保で、うっかり先にやってしま

いますと後でまた手直しをしなきゃいけなく

なる。こういうような性質のものがございま

す。電子自治体っていうとこの１番上のもの

が非常に多く語られますが、やはり地方自治

体は電子政府と違いまして、右のほうに、地

域特性を生かした行政の展開というのが基本

でございまして、生活者の視点に立ってサー

ビスの再編成をしていくというのがポイント

と、あとひとつ、多様な交流機会を作り上げ、

インターネットを使って市民との交流を深め

てもらえるようにする。さらに情報のように

４つの顔を持ったものであると。発信を大い

にしていただくという施策も求められるので

はないか。電子自治体というのはこのように

４つの顔をもっていると見ることができます。

　最近論評に出ているのは、行政改革につい

て少し弱いのではないか。ややもするとイン

ターネットを使って電子政府の関係、あるい

は地域情報化に偏りすぎているのではないか

という論説があります。傾聴しておくべきこ

とであろうと考えております。

　２番目のＩＴ問題ですけども、いみじくも

前にお話ございましたけれど、従来のコンピ

ューターは生産効率を上げる。大量生産、大

量消費の時代に大量定型業務を処理してきた

ものでございます。

　しかしご案内の、インターネットを中心と

する技術は、生活者のための情報化といえる

と思います。その基本は電子メールとホーム

ページ、これがキラーソフトでございまして、

コミュニケーションの機器としてのパソコン

の使い方です。これにプラス、ウイルス対策。

これが今後のキラーソフトになります。だか

らＩＴ講習会でぜひ進めていただきたいのは、

決してエクセルの計算の仕方、ワープロのワ

ードの打ち方とかではなくて、電子メール、

ホームページ、それにプラス、ウイルス対策
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です。それを今後ＩＴ講習会でやってもらい

たいなと思っているところでございます。

　この｢生活者のための情報化｣というのはな

ぜ言えるのかということですが、上から順次

見ていただきたいと思いますけど、情報は、

飲み屋の情報じゃあございませんけれど、生

活に役立つものが扱える。使用は生活のリズ

ムに合わせていつでもどこでも誰でも見られ

る。道具としてはご案内のパソコン等ですが、

家庭でも容易に利用できる。経費も大変安く

なりまして、自分で組み立てる気になれば10

万円でパソコンの高性能なものができる時代

になりまして、一般のものでも家庭経済での

可能性も入ってきた。

　それから、インターネットの利用価値は当

初は地域であまり利用されませんが、徐々に

徐々に増えて二乗に比例して増えていくとい

う法則が適用できると見られております。メ

トカーフの法則といわれておりますが。こう

いうように、前の情報化と根本的に内容が変

わってきているということでございます。

　３番目、地域情報化について申しますが、

実は私、勉強不足で、沖縄のご当地には1回

しか来たことがない。それで今回このお話を

せよとニューメディア開発協会さんから言わ

れたときに、幸い私の親しい友人で、沖縄出

身の人間がおりまして、ちょっと聞きたいか

らっていうので一献傾けて、沖縄の状況を教

えてもらった。何が物足りないのかといった

ら、こう言っていました。沖縄の非常に伝統

ある文化、そういうものが本州の方にちっと

も伝わってこない。もっともっと沖縄から他

の県に対して情報発信をすべきじゃないか、

そういうことを伝えてほしいと、こう言って

おりました。一杯飲んだときの話ですから半

分にしても、その後ホームページを見てみま

しても、あれだけの立派な文化を持っていら

っしゃりながら、なかなかわからないってい

うところがありますね。

　オーストラリアに高齢者が定年後住まいを

移して、温暖の地を求めて住んでらっしゃる

のですけれど、オーストラリアに行きました

ら、帰ってこられる方もあると聞いています。

どうしてかというと、病気になったときに医

者とのコミュニケーションがとてもできない。

片言の英語くらいじゃあ、頭のここが痛いん

だとか、ここが痛いんだとかですね、膵臓と

かがちょっとチクチクするとか、そんなこと

を英語で言うには英語で喧嘩できるくらいの

力がないとできないわけでございまして、そ

ういうコミュニケーションがなかなかできな

い。

　そういうことを考えましてふっと思ったの

は、この暖かいハワイのような雰囲気のとこ

ろの地で高齢の方がお住まいになるにはむし

ろ外国に行くよりいいんじゃないか、そう思

ったところです。これは私のひとり合点です

けれど。そういう情報をどんどんお出しにな

られることが必要じゃないか。地域情報化っ

ていうのは、コミュニケーションそのもので

す。そしてそれを内部にとどめないで情報発

信していただく。ここに書かさしていただき

ました右の方ですが、「住民による文化、伝

統の情報交流とその発信」これが必要なこと

ではなかろうか、こういうふうに考えている

ところです。

　２番目に右下のコミュニティ情報の寄る辺

づくり。寄る辺というのは、お互いにそこに

よって話し合ったり助け合ったりという、お

互いに頼りにしあって寄るというところでご

ざいますが、先ほどもお話にありましたよう

に、インターネットで地域の情報発信をした

りコミュニケーションをとるときに、ボラン

ティアの方を中心にしてお互いに助け合って、

さらにＩＴ講習会を受けられた第２段階で、

この寄る辺によって情報発信したり、フォロ

ーアップをしたり、ということが必要ではな

かろうか。場合によっては市役所の代わりに

ホームページをボランティアの方がお作りに

なって情報発信するところのものはみな寄る

辺づくりで達成されるんじゃないか、こうい

うように考えているところです。

　それからボランティアサークルの育成もこ

れにつながっておりまして、そういうことが

できるということはボランティアの育成。名

護市長さん、おっしゃいましたけども、ほん
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とに大賛成でございまして、ボランティアを

いかに育成するかというのが今後の地域情報

化を支える鍵になるだろうと。フランスのビ

デオテックス、テレテルというのが、インタ

ーネットの時代、今でも厳然として活用され

ておりますけれども、ある市役所にまいりま

したら、ボランティアの方が画面を一生懸命

に作っておられる。市長さんに、紹介してい

ただいたのですけれど、ここでやっておられ

る方はどういう方なんですかって言ったら、

ボランティアなんですよと言われたのですね。

そのような例から地域情報の真の情報発信は

ボランティアだろうと考えられるところでご

ざいます。

　最後、地域ＡＳＰの利用。これは経済規模

がそれなりにまとまっていかないとソフトウ

ェアの開発、コンピューターの導入等は経済

的に成り立たないわけですけども、お互いに

寄りそって手をつなぎながら進めて行くこと

によって非常に効率的な運用ができるわけで

すが、これがアプリケーションサービスプロ

バイダ。インターネットを通じてプログラム

を自治体、団体、企業等に提供して有料で使

っていただく。そのかわりコンピュ－ター等

は買わなくていいというような制度があって、

運用がなかなか難しい点がありますけども、

今後、地方自治体では地域にそれぞれコミュ

ニティのＡＳＰを育成しながら地域情報化を

進め、そして地域の核となって全体のコミュ

ニケーションを進めていただくということが

有効ではなかろうか。全体として焦点を絞っ

てお話しさせていただいたために、なにか部

分的なことを取り上げたような感じがいたし

ますけれども、ぜひ皆様方のご発展をご期待

申し上げて、簡単でございますが最初のプレ

ゼンテーションにさせていただきます。どう

もありがとうございました。(拍手)

鈴木： 茶谷様、ありがとうございました。

　続きまして三田啓、経済産業省通商政策局

通商調査官、商務情報政策局ＩＣカードご担

当の三田様、よろしくお願いいたします。(拍

手)

三田： おはようございます。情報政策課の三

田です。私は、自治省の課長補佐を経験した

ことがありますので、経済産業省の方よりも

地域の方々との接点が多いように思います。

三田 　啓氏

　本日は、｢電子自治体の構築と地域情報化

への対応｣ということですので、私がご用意

させていただきました資料は、主に国の取り

組みについてご説明しているものでございま

す。

　まず、１ページ目ですが、電子自治体に向

けた主な計画等として、平成９年の行政情報

化推進計画、平成１１年のミレニアムプロジ

ェクト、平成１３年のｅ－Ｊａｐａｎ重点計

画などがあり、国では、電子政府を実現する

ために様々な取組みを実施しております。

　次に、１ページ目のスケジュールを表した

資料をご覧ください。このうち、住民基本台

帳では、高機能なＩＣカードを活用し、本人

確認等、様々なアプリケーションを高いセキ

ュリティ環境で実現しようとしています。Ｉ

Ｃカードにつきましては、内閣官房ＩＴ担当

室に「公的分野におけるＩＣカードの普及に

関する関係府庁連絡会議」が設置されており、

共通的に国が活用するＩＣカードのスペック

について検討を重ねております。

　次のページは、私が担当しております「Ｉ

Ｃカードの普及等によるＩＴ装備都市研究事

業」の一覧でございます。「２１の地域」「総

額１７０億円」「ＩＣカードの配布予定枚数

は現在約１２０万枚」となっておりまして、
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マルチアプリケーション、ＰＫＩ対応の非接

触ＩＣカードに係る実証実験といたしまして

は、世界初、日本最大の取組みとなっており

ます。この名護市を中心とした沖縄の北部地

域においても、特に医療福祉の関係のアプリ

ケーションを複数搭載したＩＣカードをお配

りして実験をすることとしております。

　次からのページを見ていただけますでしょ

うか。これは全くの私の個人的な私論であり

ます。

　近年、行政情報化と地域情報化の重なる部

分が非常に増えてまいりましたので、両者を

別々に議論することは、あまり意味を持たな

くなってきたように思います。また、この重

なる部分は、制度に必ずしも縛られる訳でも

ありませんが、逆に、全くコマーシャルベー

スの話でもありません。したがって、その分

野は、制度にとらわれない経済産業省マタ－

の領域ということで、経済産業省がその分野

で頑張るのかなということを描いた絵がこち

らでございます。

　さらに、その次のページをご覧ください。

これまでの地域コミュニティの考え方につい

てです。「行政情報化」あるいは「地域情報

化」を考えたときに、「広域」と言うと、従

来は、「近隣の市町村が単純にまとまったも

の」を想定してきました。

　しかしながら、実際には、地域の住民、企

業、行政は、相互に非常に複雑に結びついて

いるにもかかわらず、それに対する分析がこ

れまでは足りなかったように思います。従っ

て、従来の地域連携あるいは広域化は、どう

しても行政主導の大ざっぱなものが多く、本

来、地域の主たるプレイヤーである住民、企

業等のマトリクス連関が十分に分析されてお

らず、結果として効果が十分に発現されてい

ないものが多く見受けられます。

　このため、私は、地域の本質を十分に分析

し、地域を構成する全てのプレイヤーによる

主体的な取組みに期待しているところでござ

います。

　今後ともよろしくお願いいたします。

鈴木： ありがとうございました。それではこ

れよりパネルディスカッションに移らせてい

ただきます。ここからの進行は、コーディネ

ータを務めていただきます、新谷様にお願い

いたします。

新谷： パネリストの方々、プレゼンテーショ

ン、ありがとうございました。時間があと1

時間ということになりまして、これからプレ

ゼンテーションのときにはなかなか言ってい

ただけなかった“生の声”というのをぜひま

たうかがいたいなというところでございます。

会場の方々には、30分ほどいたしましたらぜ

ひご質問をいただきたいと思いますので、メ

モなどをとっていただきながら、お願いした

いと思います。

　これからのパネルで、皆さんにはこういう

ことを私はうかがってみたいなと思っていま

す。どういうことかというと、一言で言って

しまうと、極めて多くの課題が電子自治体を

推進するためには出てきていると思います。

これは後ほど、パネリストの方々がおっしゃ

ったことをひとつずつ私のほうでご紹介した

いと思います。ただし、財政的に決して大き

な余裕があるわけではないということがあり

ます。さらにそのなかで効果を極めて明確に

上げていかなければいけないという課題にも

なっているかと思われます。

　今申し上げた３つのことが、それぞれのお

立場から考えたときに、私だったらこういう

ように進めればいいのではないか、もしくは

そういうように進めるためにはここらへんに

まだ課題があるのではないかというあたりを、

ぜひご意見としてうかがいたいと思います。

　その上で、会場の皆さんに、私のほうで今

おっしゃっていただいたことをまとめさせて

いただきますと、両市長からは３つのことを

明確にお示しいただいていると思います。ま

ずはＩＴ戦略の推進組織というものをきちっ

と市長が指導されてつくられていると。これ

は、余計なことを申し上げるようですが、民

間でも極めて重要な役割を担っているのが、

ＣＩＯ、チーフインフォメーションオフィサ
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ーということになっていますけれども、この

動きをなさるということが極めて首長様とし

てはすぐれた動きだと私は理解しております

が。それが１番目ですね。

　それから２番目です。電子自治体、電子行

政を進めるにあたって前提となるのが行政の

効率化であり行政改革であるということです

ね。それを実現するためには職員のＩＴのリ

テラシーを徹底的に上げておかなくてはいけ

ないということも言っていただいたと思いま

す。これが２番目です。

　３番目としては、地域の情報化に対応する

ために地域のイントラネットというのをきち

んと整備していかなくてはいけない。そのこ

とによって住民の満足度の向上を図っていく

んだと。当然のことながら生活者の視点に立

ってということを両市長ともおっしゃってい

たと思いますが、さらにその先にもう一歩あ

るのが、イントラネット、それから住民満足

度の向上というのを図りながら、住民参加型

の地域経営を実施していかなくてはいけない

ということだと思いますね。両市長とも共通

のことをおっしゃっていただいていると思い

ますので、恐縮ながらまとめてお話しさせて

いただきました。

　それから廣川課長でございますけれど、実

は私は廣川課長の話は何度もうかがっており

まして、今日また新たにひとつ加わっている

ことに感激をしているところなのですが、最

初にお手元の資料で確認していただければと

思いますが、７つの横須賀市のビジョン、目

標というのをお示しいただきました。そのう

えで重要なのは、ビジョンを具現化するとい

う意味で、具体的に３つの活動をご紹介して

いただいたわけです。電子入札、ＩＣカード

の導入、さらにはポータルサイトということ

でございますね。この３つのアプリケーショ

ンというのが、今ここまでいっていますよと

いうのがなかなか廣川課長以外にはうかがえ

る話ではないのですが、このことを具体的に

お話しいただいたのが廣川課長です。

　それから茶谷先生の話は住民のサイドに立

ったお話だったように思います。あまり簡素

化してしまうと失礼に当たるかもしれません

けれども、最終的には住民が受益者というこ

とで情報化を進めなければいけないというこ

とを強調されていたというふうに理解をして

おります。そのために重要なのは何かといえ

ば、地域情報化の基本にあるのはコミュニケ

ーションだということを明確におっしゃって

いただいたということでございます。

　さて、時間の関係もありますので、三田補

佐のおっしゃったことですが、国のスケジュ

ールはお立場上、お示しいただいたと思いま

す。そして、２つ目として、本人確認、ＩＣ

カードのところで申し上げますと、12月に、

もしかすると政府が共通的に使うような、Ｉ

Ｃカードのアプリケーションの方針が出てく

るかもしれないということ。それから最後の

３番目におっしゃったことで重要だったのは、

行政の情報化と地域の情報化の領域が、どん

どん重なってきてしまっているということを

おっしゃっていただきました。これは今日の

シンポジウムの、この分科会の全体のテーマ

に触れていただいたと理解をしておりますけ

れども、その行政の情報化と地域情報化の重

なりが増えるにつれて、地域のコミュニティ

の考え方、それから地域のコミュニティに則

した情報化のソリューションというのをつく

っていかなくちゃいけないということです。

簡単にまとめて恐縮ですが、このことを明確

におっしゃっていただいたというふうに理解

をしております。

　さて、ここまでおっしゃっていただいたと

ころまでは、まずは皆さんに伝わっていよう

かと思うのですが、具体的に三田補佐それか

ら中司市長、廣川課長にまず伺いたいのです

けれども、先ほど私申し上げましたように、

多くの課題を少ない予算で効果的にやってい

くということが、極めて重要な話になってい

ると思いますが、このあたりについて具体的

に、どういうふうに問題を設定していったら

いいのか、あるいはこういうふうにやってい

ったらいいのではいうことがあれば、三田補

佐からご意見を賜りたいと思うのですけれど

も。
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三田： 共通的な課題の一つとして、情報化施

策に係る適正な費用は、一体どうやって算出

されるのかということがあると思います。も

ともと行政の仕事は、住民の方々から税金を

いただいて事業を実施し、住民にサービスを

提供するということになると思います。しか

しながら、ＩＴの活用により、定量的に何が

どれだけコストが下がったのか、あるいはど

れだけサービスの質が向上したのかいうこと

については、従来、なかなか明確化できなか

ったように思います。

　その点、廣川課長からのお話は非常に分か

り易いと思います。しかも、廣川課長は、予

算が少なくなったからといっても「そのお金

はちゃんと使っています」と、いろいろな会

社の皆さんにご迷惑はおかけしていないとい

うフォローまでしているわけです。これは、

有効にお金を使っているということの証左で

あると思います。

　ところで、一つだけみなさんへのお願いが

ございます。地方のみなさんが、地域のＩＴ

化のために国のお金を活用していただくこと

は結構なことですが、やはり、自分の体力は

考えたほうがよいということです。例えば、

１団体当たり５億円のお金がもらえるからと

いって、５億円のお金をそのままもらって喜

んでいるようでは素人であると思います。そ

のお金に関連して、翌年からどれだけのコス

トが必要になるのかというようなことを考え

なければならないということです。以上です。

新谷： ありがとうございました。続けて、中

司市長、よろしくお願い申し上げます。

中司： 先ほど問題点の整理をしていたわけで

すが、枚方市としてこれから大事なことは、

推進本部を立ち上げましたけれども、その組

織の点検を常にやっていかなければならない。

単に組織を立ち上げただけでは、それがうま

く機能しているかどうかということが言えま

せんので、常に組織の点検、それから、個人

としての職員の人材の開発ということが大事

だと思います。先ほど言われましたように、

国の財源を引っ張ってくる努力、これもやは

り人材の開発ということにつながってくると

思います。

　それから、効率化の部分では行革の進行管

理、これを組織の点検とともにＩＴ部門と行

革部門が常に連携をとってやらなければ、絵

に描いた餅になるといいますか、効率化の実

は上がっていかないと思います。それともう

一つは、市民の満足度の検証、これをどうや

るかということが大事だと思います。本市の

場合、縦割りという中で弊害が出てきました

のは、ホストコンピータに互換性がない、先

ほども話がありましたが、互換性がないとい

うことで、そのために年間１億円以上の無駄

があると言われているんですが、そこでシス

テム監査をこれからやらなければならない。

ですから、それが例えば総合窓口をこれから

つくっていくときの弊害にもなっております

し、そうしたことを考えますと、もっと総合

的な戦略を先に立てるべきだったと思います。

それが本市としての問題点であり反省点だと

思います。

新谷： ありがとうございました。

　それでは、続けて廣川課長にも伺いたいん

ですが、廣川課長に伺った後で、岸本市長に

一言コメントをいただきたいと思っておりま

すので、よろしくお願いします。それでは廣

川課長、まずお願いできますでしょうか。

廣川　３点ほど話をしたいと思いますけれど

も、まずは、先ほど皆さん方のお話の中にも

ございましたが、できる限り広域で取り組む、

規模のメリットを生かしていくということが

ポイントではないかなというように思います。

一つ一つやっていったのでは、お金がいくら

あっても足りませんので、みんなでやるかあ

るいは先ほどのＡＳＰという手法もございま

すので、そういうのを使っていくというよう

なことが大事ではないかと思います。

　パソコンなどを購入する場合、例えば横須

賀が100台買うとか、別のところで500台買う



63

とかっていうような、そのくらいの数ですと

なかなか割引率も余り下がらないのですが、

まとめて１万台になれば、もしかするとメー

カーさんも少しはまけてくれるかもわかりま

せんから、そんなようなことも、もう既にア

メリカではやっていますので、考えていった

らどうかというように思っています。

　それからいろんなアプリケーションを導入

する際に、できるだけカスタマイズはしない

ということです。しかし、各担当部局の皆さ

ん方は、いや、今までこうやっているのだか

ら、仕事のやり方にあわせてカスタマイズを

してくれって必ず言うのですけれども、少し

はしようがないのですが、できる限りしない

ようにすべきです。そのためには情報を担当

している部門が、強くそのようにコントロー

ルするというか、言わないといけない。その

ためには、情報部門に権限を委譲していただ

いて、多少強く言えるようにしていくという

方法もあるのではないかなと思います。

　それからもう一つですが、やっぱり職員が

目利きしないといけないのですね。メーカー

の皆さんが今日もいっぱいお出でになってい

ると思うので失礼で申しわけないのですけれ

ども、お持ちになられる見積書は、最初の段

階では多分高い。私どもは職員の養成、研修

をやっていまして、データベース作成等をと

にかく自分たちでやらせてみるのですね。例

えば自分でやったら10日かかるとか、１週間

でできたとかというようなことを経験させて、

その際に、みんな一体給料いくらもらってい

るのか、でもメーカーから出てくる見積書は

いくらになると思うというような話をすると、

びっくりするのです。

　しかし、メーカーさんの場合はＳＥさんの

報酬だけではなくて、バックヤードの部隊の

お金も当然入っていますから、市職員の給料

と単純比較はできません。ただ工数とか見る

と職員がやるよりは、はるかにかかっている

ケースもあるような気がします。そういうよ

うなことの目利きをつくっていくというのも

大事です。私どもの職員はいつもやっていま

すから、見当がつくのですけれど、それぞれ

の各担当部局の職員は、メーカーさんから見

積書をもらうとそのとおり予算要求に出して

きてしまいますので、そのあたりがポイント

かなというように思います。以上でございま

す。

新谷： ありがとうございました。

　それでは名護市長のコメントをいただく前

に、今ご三方におっしゃっていただいたこと

を、私のほうで簡単にちょっとまとめさせて

いただきますと、まず三田補佐から３つ、そ

れから中司市長さんからも３つ、廣川課長か

らも３つと、ちょうど３つずつ言っていただ

いたという形になります。

　三田補佐からおっしゃっていただいたのは、

やったことをわかりやすく情報発信していか

なくちゃいけないということですね。これは

廣川課長のなさっているところの事例を引い

ていただきました。２つ目がコーディネート

できる人材というのを、やはり自分の中に持

っていなくちゃいけない。それで３番目が自

分の体力を考えて、国からの補助金なりを取

ってこなくちゃいけない、この３つをおっし

ゃっていただいたと思います。

　それから、中司市長様からは、組織の点検、

組織をつくっただけではなくて、その組織と

いうのを常に点検しておかなくてはいけない

ということをおっしゃっていただきました。

それから２つ目としてプロジェクトが進行し

ていくときに、きちっとプロジェクトの効果

というのを進捗管理していかなくちゃいけな

いと。その２つに共通するのかもしれません

が、やはり監査能力というのをきちっと持っ

ておかないといけないんだということを言っ

ていただいたわけです。

　それから廣川課長からは、基本的に自分た

ちの実際の力を上げていくために、またその

力をうまく使っていくために、広域で取り組

むということが必要ではないか。２点目とし

て、やはり従来の仕事のやり方をＩＴにその

まま持ち込むのではなくて、権限委譲などを

含めて、なるべくアプリケーションをいじら

ないようにしていこうということ、それから
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３点目に、やっぱり職員そのものがＩＴに対

して少しリテラシーを高めていく、目利きの

力をつけていくということをおっしゃってい

ただいたと思います。

　このあたりのようなことが今出てきており

ます。このようなことに対するコメントでも

結構ですし、また少し広いお立場からでも結

構でございますので、岸本市長、お願いでき

ますでしょうか。

岸本： 先ほども三田さんからお話がありまし

た。国の補助金をいかにうまく使うかという

こともありましたけれども、私どもこれまで

やってきたのは、国の補助金でＩＴの基盤整

備について、全力を挙げてやってきたという

感じがしております。先ほどの中司枚方市長

のお話にあったように、もう少し私ども名護

市としては、コンセプトをしっかりと立てて、

これからどうしていくんだという方向性を、

もう一度立て直す段階にきているなというふ

うな気がしているわけでございます。そのた

めには、当然職員の意識変革といいましょう

か、革命といいましょうか、この辺が非常に

大事なことだと思うのですけれども、どうも

名護市の場合、これまで、いわば組織で上の

ほうから下のほうへ意識変革を求める側面が

強かった。これではなかなかやっていけない

なと思っております。幸い、ここにきまして、

逆にボトムアップといいましょうか、下のほ

うから、実は職員の中から新しい電子市役所

への対応をしていくためにはどうすればいい

かと、チームが生まれてまいりました。30人

ぐらいのチームでありますが、これはもう、

私非常にびっくりいたしまして、来週は、私

にそこで話をしてくれというふうな状況が出

てまいりました。

　本当は、ＩＴとかそういう情報とかという

ことについて、市役所の中では私が一番うと

いのかもしれないのです。しかし、何とか意

識変革と言ってきたのですが、下のほうから

そういうものが出てきたということで、これ

が地域住民の方達とのコーディネートがうま

くいく一つの状況ができてきた、そういうこ

とで、私は今非常にうれしく思っているとこ

ろでございます。

新谷： 今のお話ですね、皆さんにはどう聞こ

えたかということですが、実は私は今のお話

を聞いていて、こういうふうに聞こえていま

す。先ほど、最初にプレゼンテーションして

いただいたときに、住民のボランティアとい

うことをおっしゃっていただいたと思います。

かつまた、極めて重要なのが、民間のほうで

もそうですが、情報化を進めようと思ったと

きに、トップダウンのコンセプトは極めて重

要だと思うわけです。これがしっかりしない

となかなか進まないということは事実ですけ

れども、その中から生まれてくるボトムアッ

プの活動というのが相まってこないと、これ

もまたうまくいかないのです。そういう意味

で名護市長のおっしゃっていた、住民の中か

らボランティアが生まれてくる、これを望ま

れているという話と、今まさにおっしゃった

職員の方々がそういうふうに動こうじゃない

かといって、これもちょっと言葉は違うかも

しれませんが、ボランタリーにそういう組織

を立ち上げてくるということは、極めて優れ

たことだというふうに思います。

　そのあたり、廣川さんにも一言コメントを

いただいて、最後にまた茶谷先生にまとめて

いただければと思いますが、廣川さん、今の

あたりいかがでございますか。

廣川： トップダウンは本当に大事です。誰が

邪魔するかというと、多分部長たちです。部

長さんがお出でになったら大変恐縮ですけれ

ども、そのくらいの方々が問題です。私ども

もそうでした。情報化推進を話しに行くと「俺、

後２年でやめるのだからもう勘弁してくれ」

と言われ、大変難儀をしたのです。やっぱり

それは市長から言ってもらえば、これ以上言

いようがないわけですから、それが非常にポ

イントだと思います。

　それからボランティアの件ですけれども、

役所だけでできることって限られていまして、

また民間企業にお任せするほどでないその間
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のものがあるんですね。そこは従来の地域コ

ミュニティあるいは新たな姿のコミュニティ

を、ぜひ一緒にみんなで手を携えてやってい

こう。住民にしてみれば、誰からサービスを

受けても同じなのですね。別に役所がやらな

くても誰でもいい、民間にやっていただいて

も誰にやっていただいてもいいのかなと。結

果的にいいサービスがバランスよくうまく提

供できれはいいのかなと、こんなふうに思っ

ています。

新谷： ありがとうございました。

　それでは茶谷先生、一言お願いできますか。

茶谷： 今、だめ管理職の話がありましたけれ

ども、私は楽観的に見ているのは、最近の動

向では、各地方自治体で管理職に対する研修

が非常に多くなりました。私は頭がはげてい

るものですから、よくお招きいただくのです

が、大変熱心に聞かれています。問題はその

技術だとかそういうことじゃなくて、情報政

策と情報化の進め方について理解をしていた

だければいいわけです。かねがね思っている

のは車の両輪でして、行政の深い経験とそれ

からＩＴで何ができるかと、この２つが相ま

って初めて行政なり地域の情報化ができるわ

けでございまして、ＩＴだけ勉強したからと

いって行政の情報化が進むわけじゃないわけ

で、仮説があって初めてあるべき姿が描かれ

るわけですね。

　地域のあるべき姿、これは誰が描くかとい

うと、市長さんをはじめとする幹部の方々で

すね。これは行政の経験があって、地元の住

民の方々と膝を交えて日々活躍されているご

苦労の中から出てくるわけです。それがあっ

て、初めて地域の情報化等ができるわけでご

ざいまして、その意味では、管理職に期待す

るところは非常に大きいわけです。管理職の

理解のあるところは、また非常に発展される

と、そのお尻を押すのがトップの市長さんた

ちと、こういう関係だろうと思って、余り心

配することではなさそうな気がいたします。

だめなのかはだめですから、これはもう切り

捨てるよりほかない。何で見るかというと、

電子メールを使うか使わないかでわかるので

すね。

　組織を動かすには共通の目的とそれから協

同の意志、いわゆるチームワークの精神、も

う一つ大事なことは、コミュニケーションで

すね。この３つがあって初めて組織は動いて

いくわけです。電子メールを使わない人たち

の特性を調べてみると、キーボードアレルギ

ーとかそういうことではなくて、もともとコ

ミュニケーションに対して不熱心な、抵抗す

る人たちが電子メールを使わないというのが、

調査の結果わかっているわけです。管理職が

電子メールを使わないということは、コミュ

ニケーションを軽視している方ですから、管

理能力なしというふうに判断して、電子メー

ルでテストして、普段使わないのは窓際に行

ってもらうと、そういうような方向でいけば、

非常に明るい感じがするわけです。

　それから、ついでにほかの点、ちょっと感

想を述べさせていただきますと、ＩＴ講習会

550億円かけてやっておりますけれども、う

っかりすると、そのまま霞のごとく消えてい

くお金になりそうですね。実際に聞いてみま

すと、ＩＴ講習会を受けた、そして電子メー

ルのやり方を教わってきた、さて帰ってきた、

電子メールやる相手がいない。そういう場面

が多いんです。それでＩＴ講習会の成果をど

ういう場面で生かすか、これは電子メールで

コミュニケーションできる場づくりが必要で

すね。その意味では名護市長さんがお話しに

なられた場づくりというのは非常に重要なこ

とで、これがあって、初めてＩＴ講習会が生

きたＩＴ講習会になるのです。

　さらにバージョンアップして、もっと高度

なことを知りたいというのは、これは本来の

ＩＴ講習会の精神と違うんですね。やはり電

子メールとホームページが使えるという、コ

ミュニケーション機器としてのパソコンのキ

ラーソフト、キラープログラムがとりあえず

できればいいわけです。現在のキラープログ

ラムは、ワードとかエクセルとかではないん

ですね。あくまでもコミュニケーションの道
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具としてのコンピータを身につけていただく

ことが中心なわけです。ですから、ＩＴ講習

会のアフター講習会は場づくり、そしてボラ

ンティアの方のサジェスチョンによって地域

づくりに何か役立っていただく、そういうこ

とではなかろうかと思っているわけです。

　それから、ちょっと違うことですが、当初

の問題ですけれども、行政改革と情報化、や

はりエンジンがないと自動車は走らないわけ

ですので、初期投資はどうしても必要です。

そこのところを最初からお金を削ろうといっ

てもこれは無理です。情報のインフラ、いわ

ゆるネットワークは電話とか道路と同じでご

ざいまして、広い意味での経済効果は出せま

すけれども、それがどうしたという数字にな

ってしまって、大体外れること間違いないの

です。日本に多くの有名な橋が架かっていま

すけれども、みんな赤字で困っている。みん

な黒字になることを試算してやったんだろう

と思いますけれども、みんな赤字で困ってい

る。そういうことで、やはりインフラという

ものの中から経済効果を求めようといっても、

これはちょっと無理かなという感じがいたし

ます。だから最初は投資をしていだたいて、

そしてサービスの拡大と増収増益をねらう。

　具体的な例で申しますと、手数料、使用料

等の消し込み事務のコンピータ化をやったと

きには、やはりお金かかるのですけれども、

だんだん収納率がアップして、そしてその収

入金額はコンピータを投資した金額を上回る

と、こういうふうになってきているわけです

ね。だからそういうねらいで、この例は数量

化できるものですから、簡単に計算できるん

ですが、サービスというのはなかなか数量化

しにくい定性的なものです。しかしサービス

についてもいろいろお話がありましたように、

拡大再生産をして、より住民満足度を高めて

いくという方向で見ていただく。余り最初か

ら費用対効果、費用対効果ということになる

と、遅れた日本の10年になってしまうわけで

すね。

　それからもう１点、行政の情報化と地域情

報化の関係ですが、私は廣川さんのお話など

を伺っておりまして、地域情報化と行政の情

報化というのは縦と表の関係かなと思ってい

るのです。例えば、入札制度を10月から見事

に発足されていらっしゃいますが、これはお

話伺ってみますと、地域の産業をいかに育成

するかという発想から出ていらっしゃるので

すね。それで指名競争入札から一般競争入札

にされて、そして多くの地域の企業の方が参

加できるようにする。そのためにはホームペ

ージで公開し、最終的には認証制度を含めた

入札制度という形に花が咲くわけでございま

して、これはすなわち地域の情報化を進めて

いくと行政の情報化に至る例と思います。そ

ういう形で別のものではないのではないかと。

防災関係を横須賀市さんは大変熱心にやって

いらっしゃるけれども、このＩＴが横須賀市

さんの牽引者になっているきっかけというの

は、防災情報システムはどうあったらいいか

というところから入ったというのを、ご担当

の方から伺っておりまして、未だに頭に残っ

ているんですが。要するに同じなのですね、

だから余り無理して分けないと、ただ顔が違

うだけ、切り口が違うだけと、こういうふう

に理解していったらいいんじゃないだろうか

と、こう思っているところでございます。以

上です。

新谷： 最後におっしゃっていただいたことっ

て、実は、三田補佐がプレゼンテーションの

中ておっしゃっていたことと、極めて近いこ

とをおっしゃっているのかなと思います。重

なりがどんどん増えてきているということは、

おそらくここの場の共通認識になってこよう

かなと思います。三田補佐、そこら辺はそう

いう理解をさせていただいてよろしゅうござ

いますか。

三田： 全くそのとおりです。特にコメントす

ることはございませんが、一つだけ申し上げ

るとすれば、ネットワークの中に取り込んで

いる主体が、「行政」「地域」というように

単純にくくることは非常に難しいということ

です。地域の「何」と「誰」というようなこ
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とまで、きめ細かく分析する必要があると思

います。そのような意味で、「行政情報化」

と「地域情報化」という区分は、そもそも、

概念上、意味を成さなくなってきているので

はないかと私は理解しております。

新谷： ありがとうございました。

　今ディスカッションいただいている多くの

課題を、少ない予算でどう効果を上げていく

かと、ちょっと横道に逸れたように聞こえて

いるかもしれませんが、実は極めて重要なこ

とが、茶谷先生からは出ております。最後に

行政の情報化と地域の情報化というところの

問題を言っていただいたのですが、その前に、

２つ極めて重要なことをおっしゃっているの

で、ここにちょっと話を戻させていただくと、

一つは多くの課題を少ない予算で効果を上げ

ていこうと思ったら、まずその自治体さんの

中の管理職のリテラシーを高めていかなくち

ゃいけませんよねということを、明確にこれ

はおっしゃっていただいているのです。その

あたりは、実は先ほど岸本市長から出ていた

話と極めて深くリンクしてくるのですけれど

も、ボトムアップ、ミドルアップでどんどん

そういう動きが出てくるということに、やは

り評価をつくっていかなくちゃいけないだろ

うというのが一つです。

　それからもう１点、今日、余り深く議論さ

れているわけじゃないんですが、地域のある

べき姿というのは想定しておかなくちゃいけ

ないということですね。実は、これは何気な

く茶谷先生おっしゃっているのですが、ＩＴ

がありきじゃなくて地域のあるべき姿があっ

て、それにＩＴをどうあてはめていくかとい

うことを本当によく考えないと、最終的にそ

の効果が上がったかどうかということは、極

めて見にくいということだというふうに理解

をさせていただきます。

　さて、時間も残り30分弱になってまいりま

して、今、各先生からいただいたことは、取

り立ててこちらでまとめるというよりも、皆

さんの心の中に一つ一つ収めていただいて、

今度は自分の課題として、引き上げていただ

ければと思います。

　その上で、お約束どおり会場からのご質問

をとらせていただこうと思いますが、ご質問

がある方挙手を願いますでしょうか。お一方

でよろしいですか、ほかにはありませんか。

　それではお名前と所属などをおっしゃって、

お願いいたします。

会場： 東京三鷹市役所、情報推進室の後藤と

申します。大変貴重なお話ありがとうござい

ました。２点質問させていただきたいと思い

ます。

　まず１点目、自治体におけるＣＩＯの在り

方ということについてお伺いをしたいと思い

ます。今日のお話の中でもＣＩＯの位置づけ

というような話が出ておりましたが、民間企

業におけるＣＩＯの位置づけほど、自治体の

中ではまだ明確な位置づけがされていない、

あるいは適切な人材がいないというようなこ

とがあろうかと思います。特に行政事務の内

容を知りつつ、なおかつ、細かい技術は必要

ないと思いますが、ＩＴの本質のところをき

ちんと理解をしている責任者が、どうしても

必要だというふうに思うわけですけれども。

三鷹市の場合にも、具体的には市民の皆さん

の中から、どうせ行政の中にはそういう人間

はいないだろうから、民間から起用したらど

うかというようなことまで言われているよう

なそういう始末でございますが、このあたり、

ぜひ茶谷先生あるいは廣川さんのほうからコ

メントをいただけたらというふうに思います。

　それから２点目ですけれども、三田さんの

お話の中で、最後のスライドで、地域におけ

る情報化施策の今後の方向性というところを、

特に行政区域にとらわれないコミュニティの

概念を、これからきちんとつくるべきだとい

うお話がありまして、私も非常に感心をした

わけですけれども。逆にこのあたり、市民の

皆さんの感覚からいきますと、ある程度当た

り前になっているのかなというふうにも思う

のですが、このあたりを一番気がついていな

いのが、行政の中にいる自治体の首長さんで

あるとか、職員であるとかということなのか
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なというふうに思います。

　一方で、例えば事務の協同組合であるとか、

あるいは市町村合併というような形でこれを

大きくするというふうな流れが今ありますけ

れども、単純にそういう形で進めばいいとい

うことでもないというふうにも思いますが、

このあたりは地域の経営者として、ぜひお２

人の市長さんのほうから、お考えを聞かせて

いただければというふうに思います。よろし

くお願いいたします。

新谷： ありがとうございました。三鷹市の後

藤さんでいらっしゃいましたですね。２つ出

していただきました。その行政のＣＩＯとい

うのは一体どういう方なのかと、仮に人材が

そこになければ外から持ってくるべきなのか

という、極めて簡潔明快なご質問が一つ、そ

れからもう一つが、行政区域にとらわれない

というのは一体どういうことだと、地域コミ

ュニティを考えるのはどうやって考えていっ

たらいいのだというご質問だったと思います。

　後藤さんのほうからこの方にというご指名

もあったのですが、私はぜひ全員にこの２つ

の質問をお答えいただきたいなと思っており

まして、大変恐縮ながら三田補佐から順に２

つの問題について、もし問題として余り考え

ていませんというのであれば、一つどちらか

選んでいただいても結構です。お答えをいた

だければと思います。

　お時間も押しておりますので、大体１人３、

４分をめどにお願いできればと思います。

三田： たしかに、標準的な自治体の組織図の

中には見当たらないということですので、お

そらく、部長あるいは助役がそのような立場

にあるのではないか思います。例えば、法制

度にとらわれないで、もう一度、組織運営を

考えてみたり、あるいは謙虚に民間事業者の

方々に話を聞いたりすることによって、「こ

れは、やはりそのような機能があったほうが

効果的である」ということを理解することが

重要であると思います。そのような意味では、

もちろん住民の方々との意見交換も必要であ

ると思います。

　それから、先ほどのコミュニティの話につ

きましては、法制度どおりにやらないといけ

ないという考え方にとらわれないことである

と思います。そのままですと絶対に成功しま

せん。

　ＩＴ装備都市研究事業のＩＣカードについ

ても、やはり、その地方自治体の首長をはじ

めとした地域の方々の工夫がアプリケーショ

ンに反映されない限りは絶対に成功しません。

これは、「公的なアプリケーションしか入っ

ていないからいけない」「民間のアプリケー

ションが入っていないからいけない」という

ことではありません。「制度を前提として、

その範囲でしか使うことができない」という

ような窮屈な考え方で成功した事例は無いと

思います。私は、まずは、このような考え方

を見直すことからはじめる必要があるものと

考えております。

新谷： それでは茶谷先生お願いいたします。

茶谷： ＣＩＯに関連して所感を述べさせてい

ただきますけれども。民間の事例を拝見しま

すと、大抵副社長にすごいやり手の方がいて、

そして進んでいるみたいですね。例えば花王

のＩＴ化を見ますと、副社長さんが非常に熱

心にやられたと聞いています。これを市町村

にあてはめてみますと助役になるのですけれ

ども、助役はちょっと無理かなという感じは

しますよね。仕事が多すぎるのですよ。

　やっぱり役にとらわれないで、まずトップ

の方に非常に信頼されている人物で管理職の

方、これはもう必要最小限だと思いますね。

彼に頼んだら危なくてしようがないというの

では、とてもやってもらえない。しかも、い

きなり効果を期待するというのではなくて、

相当大きな初期投資をして、やがて長い目で

見て効果を生み出していくという、そういう

ロングレンジの事業については、まず信頼さ

れているという人物が条件だと思うのですね。

　それから、真剣に地域の課題を自らの課題

としてとらえると、自分の課題だけ考えてい
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るような人もおりますけれども、やっぱり地

域の課題を真剣に考えてもらっている人、こ

れが条件だと思いますね。言葉の問題なんて

いうのはカタカナでたくさんあって、我々が

ほんとに役所にいた時からやっていても、ま

だわからないことがたくさんあるぐらい、言

葉がわからないというのはマイナスにならな

い。わからなかったら聞けばいいんですよね。

カタカナで言っている人間が本当に知ってい

るのかというと、わからないでしゃべってい

る場合も多いのですよ。だから、私、いつも

アドバイスするんですが、トップの方は、部

下がカタカナ言葉で言ったら、「君、それ何

だ」と聞いてちっとも恥ずかしくないと思う。

うっかりすると、向こうもわかりませんよと、

自己啓発させればいいんだと、こういうふう

にお話ししているのですけれども。技術用語

というのは、それほど心配は要らない。むし

ろ重要なのは、調整力だと思いますね。いろ

んな利害得失、例えば今統合型ＧＩＳという

のが取り組まれていますけれども、総論賛成、

各論反対の最たるもんです。部分になります

と本当に調整がつかない。そういうときに腕

をふるっていただけるというのが重要なので、

ＣＩＯですから、どこか役付けをしなきゃい

けないとすれば、部長級で今言ったような条

件の方に腕をふるっていだたく。例えば企画

調整部長がこういう機能を果たすべきだとい

っても、これは実際問題として無理なような

気がしますね。どうもいいかげんなお答えに

なりましたけれども、日頃思っております。

以上です。

新谷：それでは廣川さん、お願いいたします。

廣川： ＣＩＯの話をさせていただきます。Ｉ

Ｔというのは単なる道具ですから、これは市

長さん方もおっしゃられているように、ＩＴ

で何かというわけじゃないんですね。実際に

は何をするかというと、経営なのです。経営

を改革しよう。したがって、ＣＩＯは経営者

が当然なるべきものというふうに理解をして

います。

　ＩＴをどうやって使うかというのは、担当

がやるのですけれども、そうした中で民間か

ら起用したらどうかと、これはなかなかいい

アイデアだと思います。そうされているとこ

ろも、これは都道府県の例でございます、聞

いております。ですから一時的に期間を限定

して、そういう民間の方にお願いするという

のもいいのかもしれません。ただ、メーカー

ですと、その方の会社の製品が調達しにくく

なってしまうかもわかりませんから、コンサ

ルさんにお願いするという方法もあるのかな

という気がいたします。

　私どもは、市長が市役所の中のＣＩＯであ

ると同時に、都市全体のＣＩＯという位置づ

けにもしています。横須賀市では産・官・学

で「ＩＴ戦略会議」というものをつくってお

りまして、都市全体で同じビジョンを共有し

て戦略的に進めるための組織です。その議長

が市長、したがってＣＩＯという位置づけで

ございます。市役所の中ではどうかというと、

これは三田補佐もおっしゃられたように、別

に自治法上の何かがあるわけではなくて、電

子市役所推進本部という要綱で設置してござ

いますけれども、そこの座長という位置づけ

にしてございます。

　もう一つだけ申し上げますと、実務者のほ

うのお話をしますと、担当部局にある程度の

権限を与えませんと、なかなか実際には回ら

ない。それも、できれば従来の情報システム

部門、メインフレームのコンピータを管理し

ている部門ではなく、企画もしくは長の直轄

の部門に位置づけをする必要があると思いま

す。従来のシステム部門は、長い間できるだ

け各担当部局の言うとおりにしてやるのが、

いいシステム部門だという位置づけでやって

きましたから、急に手の平を返したように、

「いや、業務のほうを変えろ」とはなかなか

言いにくい。したがって新たな部門に位置づ

けをしていくと、うまく回るのではないかな

と思っております。以上でございます。

新谷：コミュニティのほうはよろしいですか。

そうですか、もしありましたら、また後で。
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では、中司市長、お願いいたします。

中司： 先ほど組織としての点検、それから人

材の開発ということが大きな課題だと申しま

したが、本市でも、電子市役所から市民参加

型の電子自治体へと脱皮していかなければな

らないと思います。

　商工会議所との連携あるいは大学との連携

ということを考えておりますけれども、今日、

最前列に会議所の担当者、それから大学の担

当者、市の職員と３人来ていますけれども、

そうした産・官・学の戦略づくりということ

が非常に大事だと思っています。まず商工会

議所あるいは経済界との連携、それから市内

にあります６つの大学との連携を図って、

産・官・学の戦略づくりをやっていきたい。

それと同時に市民参加ということで、市民ボ

ランティアとかＮＰＯの団体、これらとの連

携が大事だと思います。

　９月に、小学校の校舎の再活用で、ＮＰＯ

センターというのをつくりまして、そこでた

くさんのボランティアの育成とか、ＮＰＯ団

体の育成をやっているのですけれども、そう

したところとも連携をしながら、ＩＴ化を進

めていきたい。それが非常にいい形になって

くると期待しております。

　それからもう一つ、広域化のコミュニティ

の広がりという中で、本市でも、近隣の市と

の合併問題が浮上しておりますが、それとは

別に枚方市は大阪と京都のちょうど中間にあ

りまして、奈良県とも接しておりますので、

３府県の６市で「サミット協議会」をつくっ

ておりまして、その中でもＩＴ化ということ

がこれからテーマとなってくると思います。

そうした意味で、市を超えた枠組みでIT化が

広がっていくんじゃないかと思いますし、そ

れがさらに活性化につながっていくと思って

います。

　それと同時に、先ほど申しましたように、

名護市さんと友好都市の関係にありますし、

また、北海道の別海町とも友好都市の提携を

しておりまして、合わせて３市２町でサミッ

ト協議会をつくっております。その中で、先

般もＩＴを活用した会議というものも行いま

したし、そうした活用によってこれからさら

に連携が深まっていくのではないかと思って

います。これからも名護市の岸本市長さんと

も一緒になりながら努力したいと思っており

ますので、よろしくお願いいたします。

新谷： ありがとうございました。それでは岸

本市長、お願いいたします。

岸本： 名護市のＩＴということを今考えてい

るわけですが、名護市とＩＴの関係というの

は、最初、私がＩＴ関連の企業を名護市に誘

致したいというところから、実はスタートし

ているんですね。それはどうしてかといいま

すと、実は名護市の20代、30代の失業率が大

体15％ぐらいいっているという状況がござい

ます。そういう中で、若い者の新しい雇用機

会の拡大をしなきゃいけないだろうというこ

とで、ＩＴ関連産業を、どうしても名護市に

誘致したいと、そこからスタートしました。

　その際に、かなり優秀な市民が民間企業に

いまして、実はこのＩＴ関連産業を誘致する

のに非常に有能な市民、それを逆に名護市の

ほうに「ＩＴ推進室」というのをつくりまし

て、名護市に引っ張ってきた。今彼に任せて

やらせている。こういう状況です。ですから

企業誘致からスタートして、今言った電子自

治体のほうに、逆に視点も広がってきたとい

う状況で、これから後も私は、大学もありま

すし、あるいは新しく国立高専をつくる計画

もありますので、そういう中司市長がおっし

ゃった産・官・学というスタイルは、私ども

も確立していきたいというふうに考えており

ます。

　それから行政区域コミュニティの話ですけ

れども、多分これは全国の風土あるいは文

化・歴史、それによって随分違うのではない

かというふうな気がしております。実は、名

護市は30年前に５つの町村の合併で市に昇格

した、そういう所であります。ただ５つ合併

してもまだ人口が５万6,000人しかいないので

す。30年前の合併の後遺症みたいなものが依
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然として残っていますね。ですから今言った

ＩＴとコミュニティというのを考える場合に、

行政の地域が持っている、多分これは文化と

か歴史とかそういうことと、今言ったＩＴと

コミュニティの問題、こういうのとどういう

ふうに関わってくるのかということについて

は、やっぱり相当慎重に考えた上で進めない

といけないのかなと、私は逆に思っておりま

す。30年前に５町村が合併したという経験を

踏まえてです。

新谷： 茶谷先生、何か？

茶谷： コミュニティのことについて、今市長

おっしゃったことで、少し触れなければと思

っていました。こういう事例があります。茨

城県の古河市が公共施設の利用申し込みシス

テムを導入しました。担当の方のお話による

と近隣の市町村にだんだん広げていったら、

昔の徳川藩、徳川の親藩の古河藩の地域にな

っていったのです。明治維新のときに古河藩

がばらばらに小さく切られたんです。ところ

が地勢学的にも、それから住民意識も生活行

動圏も、依然として明治と同じような地域で

の動きがあったのです。ところが行政が別々

ですから、細切れになっていった。このイン

ターネットのお蔭でだんだんつなげていって、

でき上がってみたら、古河藩が復活したとい

うような、そんな例がございます。

　そこでやはり行政区画というよりも生活行

動圏とか住民意識とか、そういうのがまとま

っていくと。今まで道具がなかったからそれ

がつながっていくことができなかったのです

が、このＩＴによってそれが堂々と、今の制

度の壁をらくらくと超えて、三田補佐のお話

ですが、制度はもう関係ない、どんどん実質

的に情報の交流が進んでいくという実態にな

ってきております。

　ですから広域行政で市町村合併という前に、

どんどんネットワークで一体化しているとい

うのが単に古河だけではございません。いろ

んなところで挑戦されている動向だと思って

敬服しているところです。以上です。

廣川： それじゃあコミュニティの話を一言だ

け。ひとつは、地域のコミュニティを、もう

１度再生をしないといけないだろうと本当に

切実に思っています。これは先ほど、茶谷先

生がふれられたコミュニケーションのやり方

が下手な人が増えているのです。道具はすご

くうまく使える。携帯電話なんか子供たちは

ものすごい勢いでキーを扱います。うちの子

供もやっていますが、何を送信しているのか

と思えば、授業がつまんないとか、そんなメ

ールを交換している。一方、コミュニケーシ

ョンの上手な人、ＩＴが使えなくても上手な

人がいます。例えば絵手紙をまめに書いて送

られる方もいます。だんだんコミュニケーシ

ョンが上手にできない子供が増えているのも

一方では事実です。

　これを誰がどうやっていくかというと、や

っぱり地域ですね。家庭と学校と地域。近所

のおじさんが他の家の子供を叱りつけるとい

うことがだんだんなくなってきていますが、

地域全体で子供を育てていかないといけない。

コミュニティも、そういう地縁的なコミュニ

ティもありますけども、もっと広く学ぶ縁の

コミュニティもあるし、いろんなコミュニテ

ィがあると思います。それはもちろん行政区

画にしばられるものではない。このへんはと

ても大事で、いろんな重層的なコミュニティ

がたくさんあって、いろんなコミュニティに

所属ができるというのが心地よい都市の姿だ

ろうなと思います。別のところに普段は働き

にいっていて昼間は会えなくても、ＩＴを使

うと、もしかするともうちょっとコミュニケ

ーションがよくできるという使い方だろうと

思います。コミュニティがないところにコミ

ュニケーションはないのです。先に道具を入

れて、はい、これでやってくださいといって

それでうまくいくものではないと思っていま

す。

新谷： ありがとうございました。重層的なコ

ミュニティっていうのは、考え方としては素

晴らしいなと思いました。そろそろお時間が
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やってまいりました。正直申しますと、最後

にご質問をいただいたのは、今日のテーマを

まとめるのに極めてふさわしいご質問をいた

だいたと思っています。あまり余計な口出し

をしてもいけないのですが、最後にコーディ

ネータの立場から一言、二言、申し上げて終

了したいと思います。

　まずＣＩＯに関しまして。これはやはりＣ

ＥＯとＣＩＯという概念をきちんと持ってお

かれたほうがいいと思うのです。時と場合に

よってはＣＥＯイコールＣＩＯということで

運営される組織がありますけれども、ただ本

当に片腕となるＣＩＯがいたらＣＥＯはもっ

ともっと多くのことに目も配れるということ

もございますので、ここは是非ご留意をいた

だきたいというのがＣＩＯに関する１点目で

す。

　それから地域の情報化と実際の情報化とい

う２つのテーマで今日は議論してきたわけで

すけれど、やはり自治体のＣＩＯというのは

地域のＣＩＯであるという認識も極めて強く

持っておかなくてはいけないことだろうなと

いうふうに思います。言葉を言いかえると、

自治体さんというのは地域のマネージャーで

あられるべきだろうと考えているところです。

これがＣＩＯに関する私のコメントですが、

この話がコミュニティ論と重なってきます。

私は先ほどからおっしゃっていただいている

意見には大賛成のところが多いです。各先生

がおっしゃっていることに大賛成でございま

して、まず行政区域にとらわれて生活しにく

いのであればそれは直さなくちゃいけないっ

ていうのはその通りだと思いますし、文化と

か風土が合わないのに強引に一つの地域と考

える、コミュニティと考えるというのもまず

いだろうというのもその通りだと思うのです

ね。そういう意味で、先ほどのＣＩＯ論と重

ねて見ていただきたいのですが、あるコミュ

ニティに立っているＣＩＯがしっかりしてい

る。そして別のコミュニティに立っているＣ

ＩＯがしっかりしていて、そのお二方が、文

化とか風土というものを共有できるんだとい

うのであれば、広域でコミュニティというも

のを捉えていくということがこれからの発想

で重要になっていくだろうと思います。

　まさに最後に廣川さんの言葉を引用させて

いただきますと、実はネットワークというの

はそれを可能にするための最大のツールにな

っているのです。民間企業の立場でいうと、

あそこに陰の部長がいるとか、陰の部長がい

るという現状が起き得るわけです。これは、

自分の直属の部長が気に入らなかったら、そ

の陰の部長にいつも相談するみたいな話が実

はあり得るのですが、こういう話を支えるの

はネットワークの一番得意とするところだろ

うと思います。

　ただ、最後に、今日はほんとに岸本市長と

中司市長に来ていただいてありがたいと思っ

ておりますのは、そういうステップアップを

していくために、やはり現在行政を守ってい

らっしゃる方が地域全体のＣＩＯの役割を果

たして、強めていかれるべき、まとめていか

れるべきだと私は正直に思います。なぜなら

ば、非常に簡単な理由でして、やはり力と実

行力を持ったところがきちんとしたコミュニ

ケーションを起こすということをやっていか

ないと、あまりナイーブにあちこちでやりま

しょうという話では進まないだろうと思うの

です。

　そういう意味では今日お越しいただいた両

市長には、地域の情報化、実際の情報化とい

うことをおまとめいただく大変な責務を負っ

ていただくということでエールを送らせてい

ただきながら、また残りの３名の先生に今日、

貴重なご発言をいただいたことを感謝してパ

ネルディスカッションを終了させていただこ

うと思っています。会場の皆さん、５名の先

生に盛大な拍手をお願いいたします。(拍手)

鈴木： どうもありがとうございました。これ

にてテーマ別研究会Ａのプログラムを終わり

にさせていただきます。皆様、お疲れさまで

した。

　ありがとうございました。

（文責：情報化フェスタ実行事務局）



73

左から岸本 建男氏・中司 　宏氏・廣川 聡美氏・茶谷 達雄氏・三田 　啓氏




